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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
少なくとも１つの測定方向に互いに可動に配置されている２つの物体の位置を測定する位
置測定装置にあって、この場合、この位置測定装置は、スケール本体と、光源及び移相に
依存する位置信号を生成する１つ又は多数の光学構成要素及び／又は光電式構成要素を有
する走査手段とを有する位置測定装置において、
光源（２１；２０１；５１；６１；７１；４２１；５２１；６２１）は、所定値より大き
いコヒーレント長を有する半導体レーザーとして構成されていて、この半導体レーザーは
、シングルモード動作でパルス動作することを特徴とする位置測定装置。
【請求項２】
半導体レーザーは、２００μｍより大きいコヒーレント長を有することを特徴とする請求
項１に記載の位置測定装置。
【請求項３】
半導体レーザーは、５ｎｓ～５０ｎｓの範囲内の１パルスの継続期間を有する光パルスを
提供することを特徴とする請求項１に記載の位置測定装置。
【請求項４】
異なる光路長を有する非対称な部分走査ビーム束が、走査手段を配置することによって形
成されていて、これらの部分ビーム束が、重なり合って干渉する前に、これらの部分ビー
ム束が、これらの光路長を通過することを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載
の位置測定装置。
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【請求項５】
走査手段は、スケール本体（１０；１００；４１０；５１０；６１０）に対して相対移動
する走査ユニット（２０；２００；４２０；５２０）内に配置されていて、光源（２１；
２０１；５１；６１；７１；４２１；５２１；６２１）は、走査ユニット（２０；２００
；４２０；５２０）から離れて配置されていて、この場合、光源（２１；２０１；５１；
６１；７１；４２１；５２１；６２１）は、光ファイバ（２８；２０８；４２８；５２８
）によって走査ユニット（２０；２００；４２０；５２０）に接続されていることを特徴
とする請求項１～４のいずれか１項に記載の位置測定装置。
【請求項６】
光学位置測定に利用されるビームの波長を測定する手段が、位置測定装置に敷設されてい
ることを特徴とする請求項１に記載の位置測定装置。
【請求項７】
波長を測定する手段が、波長測定装置（４３０）として構成されていて、この波長測定装
置（４３０）の測定値が、評価ユニット（４５０）に供給され、この評価ユニット（４５
０）は、位置測定装置の測定学モデルに関連して波長による位置の誤差が補正されること
を特徴とする請求項６に記載の位置測定装置。
【請求項８】
波長を測定する手段は、追加の位置測定装置（５３０）として構成されていて、この位置
測定装置（５３０）は、空間的に一定に敷設されている走査ユニット（５３２）及びスケ
ール本体（５３１）を有し、それらの測定値が、評価ユニット（５５０）に供給され、さ
らにこの評価ユニット（５５０）は、波長による位置の誤差を補正することを特徴とする
請求項６に記載の位置測定装置。
【請求項９】
波長を測定する手段は、温度検出手段（６２２）を有し、光源（６２１）の温度が、温度
検出手段（６２２）によって測定され、この検出された温度が、評価ユニット（６５０）
に供給され、さらにこの評価ユニットは、波長と温度との既知の依存性のもとで波長によ
る位置の誤差を補正することを特徴とする請求項６に記載の位置測定装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、位置測定装置及び位置測定装置を作動させる方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　半導体構成要素を製造する装置では、互いに移動する特定の部材の空間位置を適切な位
置測定装置によって正確に測定することが必要である。このとき、コンピュータ制御され
る進行制御が、算出された位置情報によってこれらの装置で可能である。これに対して必
要な位置測定が、主に多くのレーザー干渉計によって既に実施されている。将来的には、
異なる部材のトラバース速度が上昇する場合でも、これと同時に位置測定に対する精度要
求がさらに高まる。このときに結果として生じるこの高い精度要求の場合、レーザー干渉
計が、位置測定装置としてもはや使用され得ない。最適な空調の場合でも、周囲空気中の
屈折率の変動が、位置測定時に数ナノメートル（nm）の範囲内にある許容できない測定変
動を招く。
【０００３】
　この理由から、これらの装置用の別の位置測定装置が既に提唱されている。すなわち、
いわゆる交差格子を有する光学位置測定装置を２次元スケール本体として使用することが
、例えばヨーロッパ特許第 1 019 669号明細書から公知である。以下では、このような位
置測定装置を格子型位置測定装置と呼ぶ。これらのシステムは、場合によっては起こりう
る空気の屈折率の変動による影響をほとんど受けず、それ故に良好に再現可能な位置測定
を可能にする。
【０００４】
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　ナノメートル範囲内の必要な分解能を提供するスケール本体としての格子を有する光学
位置測定装置は、一般に干渉走査原理に基づく。この場合、一般に、適切な光源の１本の
光ビームが、少なくとも２本のコヒーレントな部分ビーム束に分割される。これらの部分
ビーム束が、再結合して干渉する前に、これらの部分ビーム束は、引き続き走査ビーム経
路内で多数の格子に当たる。最後に関心を起こす位置情報が、干渉する両部分ビーム束の
（移相に依存する）位相位置によって与えられている。結果として生じる光路差は、この
ようなシステムの対称な走査ビーム路の形態内の分割と再結合との間の両部分ビーム束に
対してほぼ零である。それ故に、検出側で希望する干渉を保証するためには、使用される
光の僅かなコヒーレント長で十分である。
【０００５】
　別の干渉式位置測定装置が、ドイツ連邦共和国特許出願公開第 10 2005 043 569号明細
書で提唱されている。この位置測定装置は、両部分ビーム束に対して非対称な走査ビーム
路を有する。すなわち、干渉する部分ビーム束に対する光路差が、この非対称性に起因し
て数ミリメートル（mm）までの範囲内になる。使用される光の必要なコヒーレント長に関
して、このことは、コヒーレント長が数ミリメートル（mm）から数センチメートル（cm）
の範囲内にある必要があることを意味する。そうでない場合、重なり合う部分ビーム束の
干渉が不可能である。
【特許文献１】ヨーロッパ特許第 1 019 669号明細書
【特許文献２】ドイツ連邦共和国特許出願公開第 10 2005 043 569号明細書
【特許文献３】ヨーロッパ特許第 1 334 332号明細書
【特許文献４】ヨーロッパ特許第1 334 32号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の課題は、高精度な位置測定用の適切な光源を有する位置測定装置及びこの位置
測定装置を作動させる方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　この課題は、本発明により、請求項１に記載の位置測定装置によって解決される。
【０００８】
　本発明の位置測定装置の好適な構成は、従属請求項中の手段に記載されている。
【０００９】
　さらにこの課題は、請求項１３に記載の方法によって解決される。
【００１０】
　本発明の方法の好適な構成は、従属請求項中の手段に記載されている。
【００１１】
　少なくとも１つの測定方向に互いに移動するように配置されている２つの物体の位置を
検出する本発明の位置測定装置は、スケール本体，光源を有する走査手段及び移相に依存
する位置信号を検出する１つ又は多数の光学構成要素及び／又は光電式構成要素を有する
。光源は、大きいコヒーレント長を有する半導体レーザーとして構成されている。半導体
レーザーは、シングルモード動作でパルス動作する。
【００１２】
　このような光源を使用することは、特に本発明の位置測定装置の高精度の用途での使用
に対してさらなる利点を奏する。したがって、例えばいわゆる入力ジッタによって引き起
こされ得る測定誤差も、光源のパルス動作に起因して回避することができる。これは、実
際の測定値の測定と出力との間の時間に起因して生じる誤差として理解することができる
。この関係では、本出願人のヨーロッパ特許第 1 334 332号明細書をよく参照のこと。
【００１３】
　特に半導体レーザーは、 200μm より大きいコヒーレント長を有する。
【００１４】
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　好適な実施の形態では、半導体レーザーは、5ns ～50nsの範囲内のパルス期間を有する
光パルスを提供する。
【００１５】
　光源は、ＤＦＢ半導体レーザー，ＤＢＲ半導体レーザー又はモード結合半導体レーザー
又はモード結合固体レーザーとして構成され得る。
【００１６】
　特に、異なる光路長を有する非対称な部分走査ビーム路が、走査手段を配置することに
よって構成されている。部分ビーム束が重なり合って干渉する前に、これらの部分ビーム
束が、これらの走査ビーム路を通過する。
【００１７】
　好ましくは、走査手段が、スケール本体に対して相対移動する走査ユニット内に配置さ
れていて、光源が、走査ユニットから離れて配置されている。この場合、光源は、光ファ
イバによって走査ユニットに接続されている。
【００１８】
　特に、光学位置測定に利用されるビームの波長を測定する手段が、位置測定装置に敷設
されている。
【００１９】
　波長を測定する手段は、波長測定装置として構成され得る。この波長測定装置の測定値
が、評価ユニットに供給される。この評価ユニットは、位置測定装置の計測学モデルに関
連して波長による位置の誤差を補正する。
【００２０】
　さらに波長を測定する手段は、追加の位置測定装置として構成してもよい。この位置測
定装置は、空間的に一定に敷設されている走査ユニット及びスケール本体を有し、それら
の測定値が、評価ユニットに供給される。さらにこの評価ユニットは、波長による位置の
誤差を補正する。
【００２１】
　最後に、波長を測定する手段は、温度を検出する手段を有する。光源の温度が、これら
の手段によって測定され、検出された温度が、評価ユニットに供給される。さらにこの評
価ユニットは、波長と温度との既知の依存性のもとで波長による位置の誤差を補正する。
【００２２】
　少なくとも１つの測定方向に互いに可動に配置されている２つの物体の位置を測定する
位置測定装置を作動させる本発明の方法の範囲内では、位置測定装置は、スケール本体，
光源を有する走査手段及び移相に依存する位置信号を生成する１つ又は多数の光学構成要
素及び／又は光電式構成要素を有する。光源は、大きいコヒーレント長を有する半導体レ
ーザーとして構成されている。この半導体レーザーは、シングルモード動作でパルス動作
する。
【００２３】
　特にこの半導体レーザーは、この半導体レーザーが 5ns～50nsの範囲内のパルス期間を
有する光パルスを供給するようにパルス動作する。
【００２４】
　好ましくは、光学位置測定に利用されるビームの波長がさらに測定される。
【００２５】
　波長を測定するため、例えば波長測定装置が使用され得る。この波長測定装置の測定値
が、評価ユニットに供給される。波長による位置の誤差が、位置測定装置の計測学モデル
に関連して評価ユニットによって補正される。
【００２６】
　代わりに、追加の位置測定装置を波長を測定するために使用してもよい。この位置測定
装置は、空間的に一定に敷設されている走査ユニット及びスケール本体を有し、それらの
測定値が、評価ユニットに供給される。波長による位置の誤差が、評価ユニットによって
補正される。
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【００２７】
　さらに温度検出手段が、波長を測定するために使用され得る。光源の温度が、この温度
検出手段によって測定され、検出された温度が、評価ユニットに供給される。波長による
位置の誤差が、評価ユニットによって波長と温度との既知の依存性のもとで補正される。
【００２８】
　その他の利点及び本発明の詳細を以下の添付図面に基づく実施の形態から説明する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２９】
　本発明の格子に基づく位置測定装置（エンコーダ）の第１の実施形の概略図が図１中に
示されている。
【００３０】
　示された位置測定装置は、スケール本体１０，測定方向ｘに相対移動する少なくとも１
つの走査ユニット２０及び走査ユニット２０から離れて配置された光源２１を有する。ス
ケール本体１０及び走査ユニット２０は、２つの－示さなかった－物体に接合されている
。これらの物体の位置が、互いに検出されなければならない；例えばこれらの物体は、冒
頭で述べたように半導体構成要素を製造する装置の互いに相対移動する要素である。
【００３１】
　スケール本体１０は、この例では線形な反射スケール本体として構成されていて、測定
方向ｘに交互に配置された、異なる反射特性の領域から成る。
【００３２】
　移相に依存する位置信号を生成する走査側の要素を、以下で走査手段と呼ぶ。これらの
走査手段は、光源２１のほかにその他のいろいろな光学要素及び／又は光電式要素をさら
に有する。これらの構成要素は、例えば走査ユニット２０内に配置されていてもよいし及
び／又は例えば適切な光ファイバ等を介して走査ユニット２０に適切に作用接続していて
もよい。走査手段の機能を説明するため、以下で図１中に示した実施の形態の走査ビーム
路を追記する。この点では、明らかに別の走査ビーム路も本発明の範囲内で実現可能であ
る。
【００３３】
　図１の例では、光パルスの形態で光源２１から放出されたビーム束が、光ファイバ２８
を通じて走査ユニット２０に供給される。特に適した光源の詳細に関しては、以下の説明
を参照のこと。光パルスつまりビーム束が、出力レンズ２２を通じて偏向ミラー２３に到
達する。この偏向ミラー２３は、ビーム束をスケール本体１０の方向に偏向させる。次い
でビーム束が、走査ユニット２０の裏面に沿った走査板２４の透過性の領域を通過してス
ケール本体１０の方向に伝搬する。このビーム束は、スケール本体１０に１回当たった際
に２本の部分ビーム束＋１次及び－１次に回折又は分割され、走査ユニット２０の方向に
再反射する。次いで分割された部分ビーム束はそれぞれ、走査板２４の第１走査格子２５
．１，２５．２を通過し、後続配置された逆反射要素２６．１，２６．２によってスケー
ル本体１０の方向に再び偏向される；これらの偏向された部分ビーム束は、図中では点線
で示されている。例えば適切なプリズム，偏向ミラーの組み合わせ等が、逆反射要素２６
．１，２６．２として機能する。走査板２４の－図１中に示さなかった－第２走査格子を
もう１回通過し、この時に偏向した後に、部分ビーム束は、スケール本体１０にもう１回
当たる；元に偏向された部分ビーム束は、図１中では概略的にしか示されていない。すな
わち、特にスケール本体１０に対するもう１回の衝突は完全に正しく示されていない。一
対の平行な部分ビーム束が、走査ユニット２０の方向に伝搬するように、部分ビーム束が
、スケール本体１０で新たに回折される。走査ユニット２０内では、これらの部分ビーム
束が、走査板２４のもう１つの走査格子２５．３に当たる。３つの空間方向の三対の干渉
している部分ビーム束への分割が、この走査格子２５．３で起こる。走査ユニット２０内
の３つの検出要素２７．１，２７．２，２７．３が、対応する空間方向に配置されている
。移相している位置信号が、これらの検出要素２７．１，２７．２，２７．３によって検
出可能である。
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【００３４】
　走査ユニット１０内の検出要素２７．１－２７．３の示された配置の代わりに、これら
の検出要素２７．１－２７．３を光源２１と同様に走査ユニット１０から空間的に分離し
て配置すること、及び検出すべき部分ビーム束を光ファイバを通じて検出要素に供給する
ことが可能である。
【００３５】
　本発明の位置測定装置のこの実施の形態では、部分ビーム束は、スケール本体１０上の
１回目と２回目との間で明らかに異なる光路長Ｌ１，Ｌ２、すなわちＬ１≠Ｌ２を通過す
る；このことは、図１中には粗く概略的に示されている。したがって、干渉する部分ビー
ム束に対して明らかに異なる光路長を有する非対称な部分走査ビーム路が存在する。干渉
信号が、検出側で位置測定のために評価されなければならない場合、上述した使用される
光源の大きいコヒーレント長が、この非対称性に起因して要求される。図３ａ－３ｃに基
づいて適切な光源を詳細に説明する前に、本発明の位置測定装置の第２の実施の形態を説
明する。図２は、同様に非常に概略的に示した対応する位置測定装置を示す。
【００３６】
　同様に走査ユニット２００が、図２中に示されている。この走査ユニット２００は、ス
ケール本体１００に対して少なくとも１つの測定方向Ｘに可動に配置されている；光源２
０１から放出された光パルスが、同様に光ファイバ２０８を通じて走査ユニット２００に
供給される。
【００３７】
　位置測定装置の示された第２の実施形は、図１からの実施の形態と違って説明した測定
方向ｘ方向の相対移動の測定だけを可能にするのではなくて、これに対して垂直な方向ｚ
に沿った同時の位置測定もさらに可能にする。したがって、スケール本体１００と走査ユ
ニット２００との間の距離を測定することもできる。
【００３８】
　そのため、走査ユニット２００は、図２中に概略的に示したように図１による実施の形
態で説明したような２つの走査ビーム路を有する。図２中では、両走査ビーム路は、符号
ＥＮＣＯＤＥＲ　Ａ及びＥＮＣＯＤＥＲ　Ｂを有する。したがって両走査ビーム路の各々
は、図１中の例から成る走査ビーム路と原理的に同様に構成されている。特に分割される
部分ビーム路内の元に偏向される光路長Ｌ１，Ｌ２に関しては、これらの部分ビーム束は
それぞれ明らかに異なる。すなわち、同様にＬ１＜Ｌ２である。
【００３９】
　走査ユニット２００とは別に配置された光源２０１の入力側に供給される光パルスが、
光ファイバ２０８を通じて走査ユニット２００に供給され、分割光学系２０２によって両
走査ビーム路に分割される；見易さの理由から、これらの両走査ビーム路の詳細は省略し
た。走査手段に属する光学部材は、図２中では走査ユニット２００内で広い意味で概略的
にブロック２１０として示されている。同様に、走査手段にも属するべき光電式検出要素
２０７．Ａ，２０７．Ｂが、概略的なブロックとしてだけで示されている。これらの検出
要素２０７．Ａ，２０７．Ｂによって検出された信号が、次いで再処理のために－図示し
なかった－評価ユニットに供給される。
【００４０】
　走査ビーム路の詳細に関しては、本出願人のドイツ連邦共和国特許出願公開第 10 2005
 043 569.6号明細書を参照のこと。
【００４１】
　本発明の位置測定装置の第２の実施形でも、高精度測定に対して特別な利点を奏する特
別に選択された光源が使用される。
【００４２】
　すなわち光源は、大きいコヒーレント長を有する半導体レーザーとして構成されている
。この半導体レーザーは、シングルモード動作でパルス動作又はパルス駆動される。この
場合、コヒーレント長は、特に1mm ～1cm にある。上述した両走査の実施の形態のような
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非常に非対称な部分走査ビーム路の場合でも、これらの両部分ビーム束の干渉が保証され
得る。これらの両部分ビーム束は、実施された２回目の回折及びスケール本体での結合後
に検出要素の方向に平行に伝搬する。
【００４３】
　さらにそれぞれの測定課題は、例えば基本的にヨーロッパ特許出願公開第1 334 32号明
細書から公知であるようなパルス化された走査方法を使用することを必要とする。こうし
て、走査時点が、光パルスだけによって決定されている。すなわち、既に上述した入力ジ
ッタ及びこれから生じる位置測定時の測定誤差が、パルス化された走査方法によって回避
できるか又は少なくとも最小限にできる。
【００４４】
　すなわち光源として設けられている半導体レーザーは、パルス化されて動作可能である
必要がある。この場合、プラスの期間は、5ns ～50nsの範囲内にある必要がある。例えば
ヨーロッパ特許出願公開第1 334 32号明細書中で提唱されているような、既存のパルス化
されて動作可能な半導体レーザー又はレーザーダイオード（例えば、ファブリ- ペロー・
レーザーダイオード）を使用する場合、半導体レーザー又はレーザーダイオードのマルチ
モード動作だけを実現することができる。しかしながらマルチモード動作では、短いコヒ
ーレント長しか実現できない。このことは、他方では非対称な部分走査ビーム路に起因し
た可能な限り大きいコヒーレント長の要求に反する。
【００４５】
　十分に大きいコヒーレント長を有する半導体レーザーの形態の本発明にしたがって選択
されたシングルモード動作でパルス動作する光源が、これらの問題を回避する。これらの
要求を満たす一般的な半導体レーザーは、例えばいわゆるＤＦＢ半導体レーザー[ ＤＦＢ
＝Distributed Feedback] ，ＤＢＲ半導体レーザー[ ＤＢＲ＝Distributed Bragg Reflec
tor]又はモード結合半導体レーザー若しくは固体レーザーである。
【００４６】
　この場合、ＤＦＢ半導体レーザー及びＤＢＲ半導体レーザーは、既存のファブリ- ペロ
ー半導体レーザーのレーザー内部の追加のフィルタ構造によって区別が付く。このフィル
タ構造は、ダイナミック動作で非常に短い時間（ＤＦＢ半導体レーザで約14ps）後にシン
グル・レーザーモードを生成する。この非常に速い振動過程(Einschwingvorgang) に起因
して、このような半導体レーザーは、ns範囲内のパルスの場合でほとんど専ら１つのモー
ドで放出する。このモードは、非常に狭い帯域幅を有し、したがって存在する用途に対し
て十分に大きいコヒーレント長を有する。
【００４７】
　図３ａ中には、ＤＦＢ半導体レーザー５１の実施の形態が非常に概略的に示されている
。これらの半導体レーザーの場合、フィルタ構造が、レーザー共振器の内部に形成された
屈折率格子５１．１として構成されている。確かにこのことは、２つのモードの可能な生
成を伴うものの、システムの対称性に関する技術的な手段によって最終的に１つのモード
を適切に選択することができる。
【００４８】
　ＤＢＲ半導体レーザー６１の実施の形態が、図３ｂ中に同様に非常に概略的に示されて
いる。ＤＢＲ半導体レーザーは、説明したＤＦＢ半導体レーザーと同様な原理を利用する
。ここでは、レーザー活性な半導体層が、反射器としてのブラッグ格子６１．１の前方又
は後方に接続されている。このブラッグ格子６１．１は、フィルタ作用を有する。
【００４９】
　したがって説明したこれらの両半導体レーザーの実施の形態は、動的なシングルモード
で作動され、数センチメートルのコヒーレント長（ＤＦＢ半導体レーザー：＞6cm ）を提
供する。このことは、これらの実施の形態を本発明の位置測定装置用の好適な光源として
役立つ。
【００５０】
　これらの半導体レーザーのタイプとは対照的に、ファブリ- ペロー・半導体レーザーの
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場合は、多数のレーザーモードが通電時に振動する。ただ１つのモードが、強さの違いに
基づいて多数のレーザーモードから生じる。一般的な時定数は、ここでは10ns～15nsにあ
る。
【００５１】
　最後に図３ｃは、公知のモード結合半導体レーザーを概略的に示す。このレーザー結合
半導体レーザーは、同様に本発明用の光源７１として適している。約98％の反射特性のミ
ラー７２が、光の出射側でレーザー媒体７４に隣接して配置されている。飽和可能な吸収
要素７３が、共振器の側面の反対側に存在する。この吸収要素７３は、接続状況に応じて
0 ％又は100 ％の反射特性を呈する。
【００５２】
　本発明にしたがって選択された光源の比較的大きいコヒーレント長の既に上述した利点
として、２つの干渉している部分ビーム間の200 μm 未満の制限された光路差を有するフ
ァブリ- ペロー半導体レーザーとは違う走査原理が実現可能であることを挙げることがで
きる。これらの走査原理の場合、数センチメートルまでの光路差を有する複数の部分走査
ビーム路が可能である。
【００５３】
　これによって、パルス動作する位置測定装置のこの改良の場合、非常に対称な走査ビー
ム路にもはや限定されず、非対称な走査ビーム路も可能である。
【００５４】
　干渉している両部分ビーム束が、位置測定装置のスケール本体と走査ユニットとの場合
によっては起こりうる傾きによって同様に異なる光路長を通過するので、干渉している部
分ビーム束に対してより大きい許容範囲の光路差が、広い許容範囲に利用され得る。上述
した光源を使用する場合、従来よりも大きい傾斜許容誤差が、干渉式位置測定装置の使用
時に可能である。
【００５５】
　このような光源の別の利点として、これらの光源がパルス動作で専ら僅かな　「キルプ
(Chirp) 」、すなわち僅かな周波数変化(Frequenzgang)しかパルスの時間経過にわたって
有さないことを挙げることができる。既存の直接変調式(direct modulierten)の半導体レ
ーザーの場合、一般に周波数の変化が、パルスの時間の関数として得られる。このように
呼ばれるキルプは、上述したコヒーレント長に影響する；すなわち、キルプが増大すると
共に、コヒーレント長が減少する。
【００５６】
　さらにこのような周波数の変化は、生じる位置信号の変調度に影響する。基本的に位置
信号の変調度は、増大するキルプと共に減少する。したがって、パルス動作するＤＦＢ半
導体レーザー，ＤＢＲ半導体レーザー又はモード結合レーザーの使用は、光源としてのフ
ァブリ- ペロー半導体レーザーの使用に比べて位置信号を改良する。
【００５７】
　説明した光源に関係して、これらの光源は、別の用途又は別の位置測定装置で好適に使
用できる。
【００５８】
　特に非対称な部分走査ビーム路を有する位置測定装置の場合、別の問題が、使用される
光源又はこの光源から供給されるビームに関して生じる。すなわち、生成された位置信号
は、使用されるビームの波長にも依存する。場合によっては起こりうる波長の変動が、所
定の期間内で非常に大きくない場合、誤差が、位置測定時に発生しない；それぞれの波長
が非常に大きく変動する場合、誤差測定が場合によっては起こる場合、この影響の補正も
必要になりうる。これに対して最も簡単な場合では、測定時点に対する実際の波長又はこ
の波長に既知のように依存する位置又はその他の測定値が、補正の目的で使用され得る。
測定される位置と測定される波長との既知の依存性によって、この位置は、同様に簡単な
方法で波長の変化時に補正され得る。波長に依存する効果を考慮するため、使用される位
置測定装置側の適切な手段によって波長を検出し、これから生じる情報を補正の目的でさ
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らに利用することが好ましい。以下に、位置測定時の波長による誤差を補正する適切な可
能性を図４ａ－４ｃに基づいて説明する。
【００５９】
　波長は、第１の実施の形態では例えば高分解能のいわゆる波長計(Wavemeter) 又はエタ
ロン(Etalon)の形態の波長測定装置によって監視又は検出できる；これに対しては、図４
ａ中の例を参照のこと。図４ａは、スケール本体４１０，走査ユニット４２０，光ファイ
バ４２８を通じて走査ユニットに作用接続している光源４２１及び波長測定装置４３０を
有する本発明の位置測定装置を示す。波長測定装置４３０の測定値が、評価ユニット４５
０に供給される。光源から放出された波長を測定するビームが、ファイバカプラ４３５及
び別の光ファイバ４２９を通じて波長測定装置４３０に同様に供給される。
【００６０】
　波長の変化に起因した場合によっては起こりうる位置の偏差が、位置測定装置の対応す
る計測学モデルで評価ユニット４５０内の後続する位置信号の処理によって補正すること
ができる。位置測定装置の計測学モデルは、関数、例えば多項式と解される。この関数は
、移動許容誤差（傾き）の影響，製造許容誤差（鋭角度等）及び生成された位置情報に対
する波長を表す。
【００６１】
　波長を測定する別の第２の実施の形態は、個別の位置測定装置にも使用されるような追
加の位置測定装置の使用である；これに対しては、図４ｂを参照のこと。この追加の位置
測定装置５３０は、走査ユニット５３２を有する。この走査ユニット５３２は、スケール
本体５３１に固定接合されている；同様に光源５２１のビームが、ファイバカプラ５３５
を通じて追加の位置測定装置５３０に供給される。ビームは、個別の位置測定装置内で利
用される。この位置測定装置は、同様に走査ユニット５２０及びスケール本体５１０を不
変な所定の相対方向に沿って有する。位置の変化が、追加の位置測定装置内で発生する場
合、これらの位置の変化は、光源５２１から放出されたビーム中の波長の変動によって引
き起こされている。この実施の形態でも、これらの位置の変化が、評価ユニット５５０に
よって波長の変化に換算することができるか、又は、これらの位置の変化が、測定される
物体の位置の補正に直接利用することができる。波長の測定に使用される位置測定装置が
、実際の位置測定に使用される位置測定装置のような同じ熱源に曝される場合、熱ドリフ
トも同時に補正することができる。
【００６２】
　光源の概略的な原理が図４ｃに示されている第３の実施の形態では、波長に依存する補
正が、使用される光源６２１の温度を測定することによって実施できる。この温度は、光
源６２１の既知の波長の依存性によって計算される。この温度は、場合によっては独立し
た測定ステップで測定することができる。そのため、例えば公知の温度センサ６２２が、
使用される半導体レーザーに配置され得る。これらの温度センサ６２２の測定値が、適切
な評価ユニット６５０に供給される。
【００６３】
　本発明の範囲内では、説明した例のほかに、明らかに一連のその他の構成も可能である
。
【図面の簡単な説明】
【００６４】
【図１】本発明の位置測定装置又は本発明の方法の第１の実施の形態を説明する概略図で
ある。
【図２】本発明の位置測定装置の第２の実施の形態を説明する概略図である。
【図３ａ】本発明の位置測定装置用の適切な光源の概略図を示す。
【図３ｂ】本発明の位置測定装置用の適切な光源の概略図を示す。
【図３ｃ】本発明の位置測定装置用の適切な光源の概略図を示す。
【図４ａ】本発明の位置測定装置を使用する場合の波長を検出する実施の形態を概略的に
示す。
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【図４ｂ】本発明の位置測定装置を使用する場合の波長を検出する実施の形態を概略的に
示す。
【図４ｃ】本発明の位置測定装置を使用する場合の波長を検出する実施の形態を概略的に
示す。
【符号の説明】
【００６５】
１０　　　　スケール本体
２０　　　　走査ユニット
２１　　　　光源
２２　　　　出力レンズ
２３　　　　偏向ミラー
２４　　　　走査板
２５．１　　走査格子
２５．２　　走査格子
２６．１　　逆反射要素
２６．２　　逆反射要素
２７．１　　検出要素
２７．２　　検出要素
２７．３　　検出要素
２８　　　　光ファイバ
２００　　　走査ユニット
２０１　　　光源
２０２　　　分割光学系
２０７．Ａ　検出要素
２０７．Ｂ　検出要素
２０８　　　光ファイバ
２１０　　　ブロック
５１　　　　ＤＦＢ半導体レーザー
５１．１　　屈折率格子
６１　　　　ＤＢＲ半導体レーザー
６１．１　　ブラッグ格子
７１　　　　光源
７２　　　　ミラー
７３　　　　吸収要素
７４　　　　レーザー媒体
４１０　　　スケール本体
４２０　　　走査ユニット
４２１　　　光源
４２８　　　光ファイバ
４２９　　　光ファイバ
４３０　　　波長測定装置
４３５　　　ファイバカプラ
４５０　　　評価ユニット
５１０　　　スケール本体
５２０　　　走査ユニット
５２１　　　光源
５２８　　　光ファイバ
５２９　　　光ファイバ
５３０　　　位置測定装置
５３１　　　スケール本体
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５３２　　　走査ユニット
５３５　　　ファイバカプラ
５５０　　　評価ユニット
６１０　　　スケール本体
６２１　　　光源
６２２　　　温度センサ
６５０　　　評価ユニット

【図１】 【図２】

【図３ａ】
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【図３ｂ】

【図３ｃ】

【図４ａ】

【図４ｂ】

【図４ｃ】
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